
近代中国東北地域の綿業
─奉天市の中国人綿織物業を中心として─
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本書の課題は、1920 年代から 1945 年までの奉天市（現・中国遼寧省瀋陽市）
を中心とした中国東北地域の綿業について検討し、輸入綿布と対抗しつつ一定
の発展を遂げ、「満洲国」（以下「」を省略）政府の支配の下で発展を抑制され
た中国人綿織物業やその担い手の様相を明らかにすることである。

1．問題意識

これまでの満洲国期の中国東北地域の経済に関する研究を、（１）日本帝国
主義による「支配と収奪」あるいは「従属と抵抗」（帝国主義と植民地）およ
び（２）近代化、工業化という視点からの研究に 2 分類して整理を行うと、以
下のようになる。
（１）の研究は最近までの研究の中心をなした。農村支配、鉱工業支配、鉄

道支配、財政・金融支配など日本帝国主義による中国侵略・支配の要となった
分野の研究 1）が、侵略の社会的基盤の研究 2）をも含めて、日本の研究者によっ
て盛んに行われてきた。また同様の視点から、中国側の研究者は中国が日本帝
国主義によって安価な工業原料と労働力が収奪され、経済的発展が押しとどめ
られてきたことを強調してきた 3）。こうした研究は日本による東北支配が種々
の矛盾と抵抗を生み出し、その植民地的再編成に成功しなかったことを明らか
にしてきた。しかし、その弱点の一つは支配する側の視点が中心をなしている
ため、支配される側の商工業や経済組織、経済主体である中国人商工業者の実
態究明には至らなかったことを指摘しなければいけない。
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もっとも、東北における中国人商工業の検討がまったくなされなかったわけ
ではない。戦前の東北経済の現状分析の到達点ともいうべき『満洲経済年報』
1935 年版 4）は満洲「土着工業の半植民地的編成替過程と諸形態」と題して、
列強とくに日本による植民地化政策を基点とした土着工業の編成替の過程を分
析しているが、そこでの土着工業の発展への評価は極めて低い。すなわちそこ
では、土着工業が二つの軌道をたどり、四つの型に編成替えされているとされ
た。二つの軌道とは、一つは資本主義商品の流入によって、資本主義的発展
がその端緒から阻害されたものである。木綿工業と土法的製鉄、採炭部門がそ
れである。今ひとつは、先進資本主義国の原料需要に応じながら、輸出産業と
して畸形的に、また先進資本主義国に隷属的に発展したものであり、柞蚕製糸
業、油房業、製粉業がそれに当たる 5）。また、四つの型とは、綿織物業に示さ
れる問屋制的家内工業と「徒弟労役」制的零細マニュファクチャー＝零細工場
の型、柞蚕製糸業に現れた「肉体消磨的労役」たる典型的マニュファクチャー
の型、油房業並びに製粉業に現れた「満洲的低賃金」と「拘置的労働条件」と
をもつ小中工場工業の型である 6）。そしてこれらは 1930 年代に解体、分解す
るとされるのである。

1935 年版『満洲経済年報』の著者たちが述べるように、恐慌期（1929–1933
年）に東北地域の土着工業の多くが大打撃を受けたことは事実である。しかし、
後述するごとく、資本主義的発展が端緒から阻害されたとされる綿織物業（木
綿工業）は 1920 年代に大きく成長した。恐慌や関税改正によって淘汰され、
統制政策のもとで種々の試練を受けながらも現地経済に精通する生産（場合に
よって流通も）の担い手としての強靭さを生かし、日本支配に対して協力と対
抗の二面性を合わせ持ち、臨機応変に対応した中小業者は小工場段階まで発展
していたのである。こうした土着工業の自生的発展が『満洲経済年報』ではあ
まり評価されていないといってよい。
（２）についてみよう。中国側の研究は傀儡政権のもとでの産業構造の畸形

的な発展を強調する。日本側の研究は工業化の展開、戦時と戦後の「断絶」と
「連続」という視点から、日系国策大企業が牽引役とした重化学工業化の中華
人民共和国（以下、新中国）東北経済への還流の有無についての実証的な研究
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が主であった。
中国では満洲国工業化の特徴の把握に重点を置いた研究が主流であり、代表

的なものは孔経緯、中国社会科学院中央档案館、解学詩、衣保中などの研究を
挙げることができる 7）。これらの研究の共通の主張は、満洲国の工業化は重化
学工業の比重が突出して高く、軽工業は比重が極端に低いという重化学工業と
軽工業の畸形的な産業構造（植民地的産業構造）を作り出し、こうした畸形的
産業構造がその後新中国の東北地域経済のアンバランスな発展に影響を及ぼし
た、という点にある。たとえば、前掲孔、解両氏の研究では、民族工場は日系
大企業に搾取される対象として捉えられ、休業 ･ 倒産する工場が続出した事実
が強調されている 8）。

筆者は満洲国の経済統制政策の実施は民族産業に大打撃を与えた点につい
て共通の認識を持っており、これは否定できない事実である。しかしミクロ的
なレベルでみると、厳しい環境の中で個々の規模は小さいものの、重圧に耐え
つつしたたかに生きる道を探る中国人商工業者も数多く存在した。満洲国が崩
壊し、新中国に移行する際に、これらの中国人商工業者は重要な役割を果たす
ことになっていった。こういった史実を考慮すれば、これまでの中国側研究者
にみられた、日本の収奪によって満洲国における中国人商工業が停滞したとい
う「収奪 ⇒ 停滞説」は、中国人商工業者の柔軟性と強い生命力を見落として
しまう恐れがあるといわざるを得ない。

一方、日本の代表的な成果は山本有造、松本俊郎、峰毅、飯塚靖による研究
を挙げることができる 9）。山本は数量経済史的方法を用いて満洲国経済の生産
力と生産構造の変化を統計的に検証し、満洲国工業化の進展をマクロ的に明ら
かにした。松本、峰、飯塚はそれぞれ鉄鋼、化学、オイルシェール工業の分野
における工業化の進展を明らかにするとともに、これらの工業が新中国に継承
されたか否か（連続性と非連続性の問題）を検討し、満洲国工業化の研究を産
業分析の段階にまで押し進め、また新中国工業化の初期条件の問題に一石を投
じた。これらの研究は侵略という事実を重く受け止めながらも、日本の投資が
中国の工業化や資本形成、人材の育成に大きな役割を果たしたことを明らかに
してきた点で共通している 10）。重要な指摘である。確かに、日系国策大企業
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の設立や重化学工業を取り上げれば、日本の投資が新中国の経済発展に大きな
役割を果したであろうこと、発展を促進する初期条件を生み出したことは疑い
ない。しかし、植民地支配の評価は日系資本の進出、あるいは投資が中国の経
済構造と経済発展にどのような影響を与えたのかをトータルにみる必要がある
ように思われる。換言すれば、こうした大企業の活動とその物的資本の遺産に
着目して評価するのは、経済発展は移植された資本主義企業によって担われる
ということが前提されており、在来産業と結びついた中国経済の自立的発展、
その担い手としての中国人商工業者の過小評価に繋がっていくのではなかろう
か。

近代中国では貨殖主義的な性格のために蓄積された富が生産的に投資される
ことは少なかった 11）。満洲国では、日本と比べると在来的な民族産業が経済発
展を担う主力的な経済主体とはならなかった。しかし、少なくとも 1920、30
年代には上海の資本主義的企業に加えて、広範な地域にみられた問屋制家内工
業や工場制手工業、さらに一部には近代的な小工場が発展した。そうした発展
はヒト、モノ、カネの流通側面において、中国東北地域経済と上海などとの間
での商習慣や流通機構による結びつきをより強固なものにしつつあった 12）。満
洲国の設立はこうした中国経済の統一的発展を大きく制約するものであった。
こうした分断に加えて満洲国政府によって実施された経済統制が東北の中小商
工業に大きな打撃を与えたのである。

あえていえば、日本による東北への重工業投資は確かに、新中国の経済的発
展の初期条件を生み出したかもしれないが、もし東北侵略がなく、したがって
関税改正や経済統制がなく、東北地域が中華民国の保護関税のもとにあったな
らば ─ 歴史に「もし」は許されないが ─、こうした在来的な産業の蓄積をも
とにした自生的経済発展のコースもありえたのではないだろうか。筆者は工業
化の初期条件として、日本の投資とともに、こうした在来的な産業の発展を考
慮しなければならないと思っている。

新中国創成期においても、東北地域の圧倒的な地位を押し上げた担い手は
なにかと考えると、もちろん残存した日系大工場の設備と技術の遺産は重要で
あったが、それだけではない。日本支配による圧迫を受けながらも、満洲国



序　章　課題と視角　�

期の複数産業領域にわたる中国人中小工場を含めた重層的な産業集積の萌芽が
第二次大戦後になって編成替えされ、東北の地位を押し上げる顕著な要因にも
なった。この点について、これまでは必ずしも重要視されてこなかったが、東
北近代工業化の解明に欠かせない大切な視点である。

従来の研究史において、中国人資本の動態を対象に含めた研究成果はわずか
ではあるが、全くないわけではない。あえて挙げれば、軍閥と結びついた小林
英夫の金融機関の研究 13）や風間秀人の大豆流通にかかわった糧桟の研究 14）、
中国人商工業者の成長を背景とした 1920 年代に起きた中日商工業者間の矛盾
の拡大に着目する久保亨の研究 15）等である。その中で、農産物流通を担う糧
桟を事例とした風間の研究は、満洲民族資本について初めての本格的な成果と
称された。糧桟は確かに民族資本の代表的な経済主体に違いない。しかし、都
市を拠点とする商工業経済の担い手となる中国人商工業者についてみれば、日
本の東北支配の開始に伴ってどのような影響を受け、また逆に東北経済にどの
ような影響を与えたのかについてはほとんど明らかにされていないのである。
都市で活動した膨大な中国人商工業者に代表される、個性的な経営主体に対す
る考察は近代における日本帝国の満洲支配下にある中国人商工業者の全体像の
究明には不可欠である。しかも、新中国の創成期において、中国全体の経済を
大きく支えていたのは、瀋陽市（奉天市）、大連市、鞍山市などの拠点都市で行
われた工業生産であったため、都市を舞台とした商工業（者）の検証は、第二
次大戦後の東北経済の起点（前提条件）を理解するうえにおいても重要であろう。

本書は、以上の先行研究と問題意識を踏まえて、1920–1945 年の東北地域
において有数の生産高と最大の雇用を誇った綿業、とくに綿織物業とその担い
手の状況を、奉天市を中心に検討し、中国人商工業はどのような経営形態にあ
り、どのような生産・流通組織を持っていたのかを明らかにすると同時に、彼
らが満洲国支配下で成長しえたのか否か、別の言葉でいえば、満洲国設立は同
地域の中国人商工業に何をもたらしたのかを明らかにしたいと考える。すなわ
ち、一つには、東北における近代化を主として日系資本によってなされた移植
産業ではなく、中国人商工業の発展（その生産・流通組織の変容も含めて）に
注意をはらって考察したいという点にある。それも中国人商工業一般ではな
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く、先進資本主義国で近代化（＝産業革命）を主導した綿業の一部門である綿
織物業の発展を中心に検討していくということである。今ひとつには、中国人
商工業側から日本の植民地支配の意義を改めて問いただしたいという点にあ
る。

奉天市の綿織物業を分析対象とするのは、奉天市は在来産業、とりわけ綿織
物業が発展した地域であるとともに植民地工業化がもっとも進んだ地域の一つ
であり、植民地工業化によって地域社会がどのように編成替えされるのか、本
書の課題でいえば、中国人商工業がどのような影響を受けたかをみるのに格好
の地域であるからである。

なお、満洲国期において、奉天市は行政的に奉天省に属していた。本書で
は、両者の混用を避けるため、奉天市の場合は奉天とするが、奉天省の場合は
奉天省とする。

2．東北綿業に関する先行研究

東北綿業に関するこれまでの研究を、（１）東北綿業に関する研究、（２）関
税政策と綿業に関する研究、（３）満洲経済統制政策と綿業に関する研究、（４）
中国人綿糸布商の性格についての研究、さらに関連するものとして（５）近代
中国綿業の発展に関する研究に分けて整理し、その問題点を探っておこう。

（１） 東北綿業に関する研究

近代中国の綿業に関する研究では天津、上海、青島などの事例が多く提示さ
れたが 16）、東北地域については、中国人工場はもちろん、満洲の日系綿紡織
工場の考察もかなり遅れており、これに主眼をおいた研究はほとんどない。た
だ東北地域の綿業に多少なりとも言及している代表的な研究として、以下のよ
うなものがあげられる。

第二次大戦前の研究では、満鉄経済調査会『満洲経済年報』がある。前述の
ように、同書は満洲の綿織物業を「一応の技術上の発展段階と編成上の諸形態
とを以つて、専ら、日本綿業資本への隷属的基調の下に、編成替＝展開をなせ
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るものである」と位置づけ、資本主義商品の流入によって、資本主義的発展が
その端緒から阻害された 17）ものだと評価している。1920 年代後半については、
東北地域の綿布供給は輸移入品に依存していた 18）と主張し、その論拠として
後掲表 2–1 をあげている。しかし第 2 章で検証するようにこの統計の数値は
きわめて疑わしい。

最近のものでは、次のような研究がある。塚瀬進は、日露戦後から満州事変
前までの、東北地域の綿製品需給構造や綿紡績業の発展が、日本綿製品の販売
にどのように影響を与えたのかを明らかにするために、東北地域の経済構造と
のかかわりから、南満洲市場における日本製品の位置について分析した。塚瀬
は、一方では、輸移入日本綿布の圧迫下でも東北南部各地の「在来綿布業」は
独自の発展を示していたことを指摘するとともに、他方では綿布を含む綿製
品は輸移入に依存する面が大きかったと主張している 19）。また、塚瀬が「移
輸入に依存する面が大きかった」と主張する際に用いた論拠も前述の『満洲経
済年報』で引用されている表と同じものである 20）。

また、上田貴子は、1920 年代後半の奉天について、不況下でも綿紡績業の
近代的工業化が展開していたことを指摘し、「最大資本である奉天紡紗廠の存
在は、零細機房の消長と市場淘汰を規定していた」21）と述べている（奉天紡紗
廠は中国人資本である…引用者）。しかしそこでは、機房（ジーファン、綿織
物業者）と奉天紡紗廠の競合面のみが強調されて、相互依存の側面が捨象され
てしまっている点が問題である。奉天紡紗廠にとってその製品の最大の需要者
は機房であり、奉天紡紗廠による安価な綿糸供給によって零細機房が輸移入綿
布と対抗しえた点を無視してはならないであろう。

溝口敏行・梅村又次 22）、松本俊郎 23）と金子文夫 24）の関連する研究について
も触れておきたい。東北地域の綿織物業に対する上記研究の共通認識は、その
発展が微弱であると同時に工業内部での地位は低いという点にある。この点に
関し、三者の使用している資料は『関東局統計三十年誌』25）であり、その統計
範囲は関東州および満鉄附属地に限られている。三者とも調査範囲の限界につ
いて触れているが、読者は関東州および満鉄附属地の工業構成におけるその特
徴を東北地域全体のそれとして誤解しないように注意を払う必要がある。紡織
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についていえば、紡織工場の生産額を「満鉄附属地」と「その他の地域」別で
みると、中国人が集中している「その他の地域」が過半を占めているにもかか
わらず 26）、関東州と満鉄附属地の統計はそれらの生産額がまったく考慮され
ないことになる。こうした点を無視すると、当時の東北地域の工業構造に対す
る認識は歪む可能性がある。

このように、東北地域の中国人綿織物業は輸移入綿布に圧倒されて発展する
ことができなかったというのが通説的認識であり、こうした認識のゆえに在来
の綿織物業は研究対象とされてこなかったのである。しかし、本当に、東北地
域の綿織物はそのほとんどを輸移入に仰いでいたのであろうか。ここで注目さ
れるのが、孔経緯と久保亨の研究である。両氏は 1920 年代の東北地域におい
て綿布生産が発展していた事実を指摘している。

孔経緯の研究 27）は、1919–1931 年までの間に、東北地域工業各部門で官営
（張氏軍閥の）資本や民族資本が大きく発展したことを強調している。一方、
久保亨の研究 28）は、1920 年代末、東北域内における綿紡績業の発展および東
北綿織物製品の競争力の強化を指摘した。しかし、本書の問題関心に即してい
えば、東北における綿布生産と輸移入綿布の関係や東北地域綿織物業の特徴が
両研究では明らかにされているわけではない。

（２） 関税政策と綿業に関する研究

満洲国の関税政策と綿業に関する研究は森久正信と松野周治の研究をあげ
ることができる。森久正信「関税改正に現れた満洲国の貿易政策」29）は満洲国
の関税改正、とりわけ第一次、第二次関税改正についてその改正方針と内容を
分析したものであり、説得的な論文である。同論文によれば、第二次関税改正
の目的は「財政関税としての本質に反しない程度に於て、又、国内産業保護
政策の許す範囲に於て、日本軽雑工業のために満洲市場を開放すること」30）で
あったとされている。筆者もこの評価はほぼ妥当であると考えるが、森久は綿
織物関係品目の改正については、その重点が「土着の先資本主義的段階にある
綿製品工業の保護にあつたことは疑問の余地を残さない」31）と述べ、満洲国内
綿業の保護策であることを強調している。こうした評価は本書でみるように、
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満洲国経済統制の立案資料からみるかぎり、正確ではなく一面的である。筆者
は、第二次関税改正は必ずしも満洲国内綿業の保護策ではなく、綿業の急激な
衰退回避を考慮しつつも、中長期的にはむしろその発展の抑制を意図した政策
であったと考える。

松野周治「関税および関税制度から見た『満洲国』─ 関税改正の経過と論
点 ─」32）は満洲国の関税制度の立案過程を全面的に分析したものである。同
論文は満洲国の関税改正全般を扱っただけでなく、関税協定についても分析し
ており、満洲国成立期の関税政策を捉えた基本的文献といってよい。筆者も学
ぶべき点が多かったが、第二次関税改正の焦点が綿織物業にあったにもかかわ
らず、それについてはあまり触れていないし、関税改正によって満洲国の綿業
がどのような影響を受けたのかについても述べられていない。また第二次関税
改正の評価については、財政関税と捕らえているものの、日本の市場開放政策
であったのか保護政策であったのかについて明確な評価を下していない点で不
十分さを免れ得ないように思える 33）。

本書第 3 章では、こうした先行研究を踏まえて、東北地域の綿業、とりわけ
綿織物業の視点から満洲国の関税政策を検討したいと考える。第 2 章で明らか
なように、1920 年代張作霖政権ならびに国民党政権下で東北綿業は一定の発
展を遂げてきた。その発展の一つの条件はこれら政府による産業・関税政策な
どの保護政策であった。両政権に代わる満洲国政府は綿業に対してどのような
政策をとり、それが綿業の発展にどのような影響を与えたのであろうか。この
点が筆者の主たる関心事である。

（３） 満洲国経済統制政策と綿業に関する研究

本書第 7 章は満洲国の綿業統制およびそれによる中国人商工業者への影響を
検討する。その理由は、戦時期における満洲国の綿業発展が綿業統制の影響を
強く受けたこと、また統制政策の満洲国への影響を検討する際に現地経済の担
い手としての中国人商工業者の考察は不可欠であるからである。

満洲国の経済統制に関する先行研究は多数の蓄積があり、政策史と政策によ
る現地経済への影響という二つの視点からのものに大きく分類できる。政策史
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の研究は 1970 年代に原朗 34）によって先鞭がつけられ、本格的な分析が始動し
た。政策の立案・実施過程をクロノジカルに分析した原朗によれば、満洲国の
戦時統制経済は、当初の適地適応主義から 1937 年の「満洲産業開発五ヵ年計
画」の施行に伴って、有事の際に必要となる資源の現地開発に重点が置かれる
ようになった。さらに 1940 年から、日本本国に可能な限り大量の基礎資材を
供給するという徹底的重点主義が採用され、日本の戦時軍需生産に寄与する形
で、あらゆる資材が重化学工業へと傾斜していった。部門別でみれば、鉄鋼、
石炭、非鉄金属、電力、主要農産物を重要部門とし、その他の部門は増産計画
の中止、縮小、繰り延べなどの措置が取られるようになったという 35）。

一方、統制政策による現地経済への影響に関する研究は 2000 年前後から盛
んになり、松本俊郎の鉄鋼業の研究や山本有造の生産力・対外関係の研究が代
表的な成果であり、とくに松本の研究は上記の「重要部門」の事例を提示し
た 36）。しかし残念ながら、「その他の部門」に関して、上述したように中止、
縮小、繰り延べなどの措置が取られたという一般的なイメージはあるものの、
その実態について必ずしも実証的に研究が展開されてきたとはいえない。

綿業でいえば、1934 年 3 月に日本政府によって閣議決定された日満経済統
制要綱が満洲国成立後初の制度であり、その方針は日満経済の一体化を目標と
し、適地適応主義によって経済開発を行うというものであった。当時日本と競
合する関係にあった満洲国の綿業は、日満経済の一体化を実現するために「抑
制するべき産業」として位置づけられた。関税政策をはじめとする綿業政策も
このような方針から実施され、満洲国の綿業は次第に困難な地位に置かれるよ
うになり、日本の綿製品への依存は一層強くなった 。

1937 年に入ると、対ソ戦争に備えるため、資源の現地開発（現地調弁主義）
に重点が置かれ、綿業統制は満洲産業開発五ヵ年計画の一環として強化されて
いく。綿業統制政策は生産統制と貿易統制が二本柱であり、前者は生産設備増
設を特徴とした「紡績工業五ヵ年計画」（1937 年 1 月）が、後者は第三国から
の輸入を制限することによって国際収支の均衡を図ることを目的とした貿易統
制法（1937 年 12 月）がそれぞれ実施された。

統制政策の下で、綿業は生産設備の拡大と日本国内遊休工場の満洲移駐な
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どの積極的発展が図られることとなったが、第 7 章で叙述するように、原棉
不足によって紡績業はもちろん、織物業など種々の綿製品工場は逼迫した状況
に陥った。こうして、満洲国では原棉増産策が展開される一方、満洲綿業聯合
会を統制の要とする綿業統制システムが構築され、原棉綿製品統制法の公布を
もって綿業統制が全面的に実施されることとなった。このように、戦時期の貿
易情勢と経済統制の双方の影響を受けて、満洲国の綿業は大きな変容を遂げる
ことになった。

満洲国国民の衣料品の約 9 割が綿製品であったといわれるように、綿製品の
統制は現地住民の生活に大きな意味をもっていた。戦時統制期直前の 1930 年
代半ば頃の満洲国の綿糸布生産は、主に織布兼営紡績工場と中小綿織物工場に
よって行われていた。中小綿織物工場は中国人が担い手となり、小規模であり
ながらも工場数も職工数も多いため、織布生産に重要な役割を果たしていた。
また、綿製品の流通において、中国人商人は広大な営業範囲と強固な流通網を
もち、旺盛な営業活動を展開していた。奉天の事例では、「糸房」（スーファ
ン）に代表される中国人綿糸布商は奉天市内のみならず、他都市にも店舗を展
開し、営業範囲は奉天省、吉林省、竜江省、濱江省まで達していた 37）。しか
し、戦時統制期に入って、これらの中国人商工業者がどのように変容したかに
ついての研究は未着手のままである。

戦時統制期の綿業に関する先行研究がほぼ存在しない中で、同時期の藤原泰
『満洲国統制経済論』38）が注目される。同書では大手企業のみの組織化や独占
的機構への依存は満洲国の経済統制の失敗であると指摘し、既存の流通網の利
用重視を提唱した。綿業統制そのものに関する研究ではないものの、重要な示
唆を与えている。

本書第 7 章は統制政策の展開と関連して藤原が実証分析をしなかった統制下
における中国人綿業資本の動向の分析を試みる。

（４） 中国人綿糸布商の性格に関する研究

東北地域の中国人商人については近年いくつかの論稿が公にされているが、
東北最大の輸移入品であった綿糸布流通の担い手についてはほとんど明らかに
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されてこなかった 39）。これまでのところ、その担い手たる「糸房」の役割に
ついて明確に論じたのは、世界恐慌期の満洲工業を分析した前掲『満洲経済年
報』（1935 年版）である。同書では、①糸房は買弁的役割を担っており、②零
細「機房」（ジーファン・綿織物業者）を隷属させ、機房に吸着する存在であっ
たと評価されている 40）。

①の買弁商人論については近年中国近代商人の性格や役割を巡って多くの
研究が蓄積され、その評価はなお確定していない 41）。少なくとも糸房につい
ていえば、1930 年代には日本の綿布輸出商と競合しつつ日本から綿布直輸入
を行っており、単に日本商社に隷属する存在ではなかったことに注目すべきで
あろう。②についていえば、糸房が機房を隷属させ、製織利益の多くを吸い上
げていたことは事実であるが、機房が隷属し、吸着されるだけの存在であるな
らば、なぜ奉天の機房が大戦期の足踏機の段階から 1933 年に電動力織機 3,904
台を有するまでに成長できたのであろうか 42）。筆者は綿糸を安定的に供給し、
綿布を満洲一円に売りさばいていった糸房のポジティブな側面をも評価すべき
であると考える。

なお、近年の近代中国人商人研究では買弁論にとどまらず、商人の組織であ
る商会の研究 43）も深められている。とくに大きな成果を挙げてきたのはアジ
ア貿易秩序あるいはアジアネットワークという視点から中国人商人を捉えよう
とする研究である 44）。

本書の対象とする奉天の糸房との関連でこれらの研究をみておくと、注目さ
れるのはリンダ・グローブと籠谷直人の研究である 45）。リンダ・グローブは
高陽（現・中国河北省保定市高陽県）の綿糸布卸商が通商ネットワークを形成
していく過程を明らかにし、筆者も多くの示唆を得た。ただ、同論文はネット
ワーク形成に焦点が絞られているために、織布業者と綿糸布商がどのように関
わったのかについては明らかにしていない。本書第 5 章は奉天の綿糸布商の綿
布流通における活動をとりあげることによって、東北内陸部綿糸布商の通商網
形成の事例を不十分であるけれども提供するとともに、織布業との関連に注意
を払ってゆかなければならないことを指摘した。籠谷直人はアジア通商網への
対抗と依存という側面から近代アジア関係を明らかにし、1930 年代の綿布輸
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出が神戸・大阪の華僑や外国人商人に依存して展開されたことに注目した。本
書では、こうした外国人商人の一部が中国東北部出身者であり、日本から東北
地域に向けての綿布貿易における彼らの位置の獲得は、日本人貿易商に対抗す
る意味をもっていたことを明らかにする。

（５） 近代中国綿業の発展に関する研究

近代中国の綿業については、守屋典郎『紡績生産費分析』と中国の厳中平
『中国綿紡織史稿』の古典的研究を別にすれば、日本綿業の経営史的分析の一環
として高村直助、西川博史、桑原哲也の在華紡を対象とする研究や、中国綿業
分析における森時彦、久保亨などの中国綿業経営に重点を置く研究がある 46）。
とくに 1990 年代以降、中国民族紡の研究が理論的にも実証的にも大きく進展
してきている。最近では、戦間期における在華紡に対する中国民族紡の「衰
退・没落の論理」に代わって、中国綿業の新たな「発展の論理」が提示される
ようになった 47）。以下、近代中国綿業の発展段階を提示した森時彦や中国綿
業や在華紡経営を総括的に検討した久保亨と高村直助の研究 48）と照らし合わ
せながら、本書の問題意識と研究意義を記す。

中国近代綿業の発展過程についていえば、本書の対象とする 1920 年代以降
について森時彦は次のように述べている。すなわち、1920 年代を通じて、中
国では在来織布業と近代織布業のほぼ拮抗する二大市場が重層的に形成され、
機械製綿糸消費高はほぼ倍増する。1930 年代になると、農業恐慌によって土
布需要は激減し、農村の在来織布業が衰退し、内陸に立地し太糸生産を中心と
していた民族紡は大打撃を受ける。一方、満州事変を契機とする日本製品ボイ
コットや南京国民政府の関税自主権回復に伴う関税率大幅引上げによって輸入
綿布は急減した。輸入外国綿布の圧力がほぼ皆無となった中国市場では、その
空白を埋めるように近代セクターの織布業、いわゆる兼営織布部門をもつ紡績
工場が急成長した。

一方、近代中国綿業の地帯区分を明示的に行なったのは久保亨である 49）。
久保は近代中国綿業を上海、江蘇浙江、華北沿海都市、華北内陸、華中開港都
市、華中内陸の 6 地帯に区分した。そこでは、上海と華北・華中内陸部が対照
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的タイプであり、ほかは混在型・中間型とした。上海の紡織工場は、原棉調達
にあたってアメリカ棉への依存が高く、販売にあたっては都市および農村両者
を市場として確保していた。これに対し、内陸部の工場はもっぱら周辺の原棉
産地から原料棉花を購入し、紡出した太番手綿糸を周辺の農村市場に販売して
いた。

しかし、東北地域の綿業は次のような特色をもっていた。第一に、資本主体
からみると、華北・華中の紡績業が在華紡と民族紡双方が存在したのに対し、
東北地域の民族紡績工場（奉天紡紗廠）は 1938 年に日系資本に買収されて消
滅した。第二に、原棉調達でいえば、奉天紡紗廠は一部満洲棉を使用したもの
の 1930 年代前半までには大部分インド棉を使用して太番手綿糸を紡出してい
た。第三に、綿糸市場については、東北の綿糸製品は輸入綿糸による圧迫を受
けながら、もっぱら東北地域を市場とし、都市中国人中小綿織物工場と広大な
農村織物業に依存していた。このように東北地域の綿業は中国本土と異なる点
が多く、久保の 6 地帯区分での位置づけは困難である。また瀬戸林政孝と森時
彦 50）は中国本土において綿布の地域的多様性およびその原料たる綿糸の生産
構造を少しずつ浮き彫りにしてきたが、東北地域の実態については明らかにし
ていない。

さらに日中戦争や太平洋戦争勃発後の東北綿業を高村の研究で対象とされ
た華北と華中地域と比べると、東北綿業は戦時期特有の共通性を有するものの
独自性がより顕著である 51）。たとえば、第一に、日中戦争期は中国本土と同
様に東北地域でも日本紡績資本による中国綿業の完全な掌握が実現した時期で
あった。しかし、本土の在華紡が日中戦争による戦禍を被ったのに対し、東北
地域はまったくといっていいほど被害を受けず、むしろ自給自足を図ろうとす
る満洲国政府の増産政策によって大々的に展開した。第二に、太平洋戦争後、
中国本土の紡績会社は、棉花不足による生産量の減少、綿糸布価格が統制され
ていなかったことによって享受した大幅な利益を経験したが、その後、戦局の
深刻化に伴う軍管理工場の問題や過剰設備の供出・スクラップ化などの状況に
陥ったとされた。一方、東北綿業は統制が強化されていく面においては中国本
土と共通するが、原棉および綿製品の価格をすべて公定価格で販売しなければ
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ならないことや、原棉不足の問題を抱えながらも満洲国が消滅する直前まで設
備の増加がみられた。

満洲企業史の先行研究についても簡潔に触れておく。代表的な研究である
鈴木邦夫編『満州企業史研究』52）は近代東北地域の紡織工業の企業経営分析を
行った初めての試みである。だが、用いられた資料には大部分の中国人資本が
含まれていないという限界があり、綿業の生産流通に関わった中国人資本の存
在への過小評価が懸念される（詳細は第 1 章を参照されたい）。

3．本書の構成と留意点

以上のような研究史の整理から、本書の構成は次のようになっている。
第 1 章では、奉天の地域区分と人口分布についてマクロ的に把握したうえ、

満洲国最大の商工業都市である奉天の工業構造と商品流通にみられる特徴を検
証する。

第 2 章では、1920 年代の中国人綿織物業について検討する。東北地域では、
通説で指摘されるように、綿布をもっぱら輸入に依存していたわけでなく、輸
入綿布に圧迫されながらも綿織物業は一定の発展を遂げつつあったことを明ら
かにする。

第 3 章では、1920 年代から 30 年代初頭、軍閥政権の下で東北綿業は一定の
発展を遂げた。その発展の重要な条件は軍閥政権による保護的な産業・関税政
策であった。同政権に代わる満洲国政府は綿業に対してどのような関税政策を
とり、それが綿業の発展にどのような影響を与えたのかを考察する。

第 4 章では、1930 年代の前半において、満州事変、満洲国の成立などの政
治的激動、世界恐慌による満洲経済への打撃、満洲国の関税政策、自然災害な
ど、さまざまな外的要因が混じり合う中で、奉天の中国人中小綿織物業者がど
のような展開を遂げたのかをみていく。

第 5 章では、奉天における綿糸布商人とその活動を検討する。奉天は東北に
おける綿織物取引の中心地であり、その流通を担ったのは糸房と呼ばれる中国
人綿糸布商であった。本章では糸房は綿織物生産を担う機房と、輸入綿布の流
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通を担う日本人商人と、それぞれどのような関係を持ち、どのように活動して
いたのかを実証的に検証する。

第 6 章では、満洲国の綿紡織工場（織布兼営の大規模紡績工場）を検討対
象とする。まず、綿紡織工場各社の動向を概観し、東北地域の綿紡織工業の生
産能力と生産量の全体的な趨勢を把握する。さらに、代表的な中国人資本であ
り、1938 年に日系資本によって買収された奉天紡紗廠の経営状況を財務諸表
と株主の分析を通して考察する。

第 7 章では、戦時期の綿業統制と中国人綿織物業、中国人綿糸布商の動向
を考察する。当該期の織物業は何よりも政府の統制政策に規定される。本章は、
綿業統制の歴史的要因、統制の仕組み、および統制政策の進展とともに綿製品
の生産と流通のあり方の変化をみていく。

終章では、本書の展開に沿って明らかにしえたことを先行研究との関連を意
識しながら総括するとともに、残された課題を整理する。
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